
子 も 若者支援 関する総合的 計画の策定 ついて 

次世代サポ ト課 

 趣 旨 

  成 29 度末 計 期間 満了 次の ～ の戦略 計 の見直 市 村 の協働

及び官民協働 行い 県民ニ 対応 た実効性のあ 一体的 計 の策定 目指  

  成 29 度末 計画期間が満了する計画  

計 の 称 策定  計 の内容 

長 県子育 支援戦略 H26.12 市 村 県の協働 よ 子育 支援

支え 子育 安心県の構築 

長 県次世代サポ トプ

ン 

H25.3 困難 子 も 若者の支援 害 社

会環境の排除 

の子 も 子育 応援

総合計  

H27.3 結婚 出産 育児 教育 就業等 イフ

テ 全般 わた 目 い支援 

長 県子 もの貧困対策

推進計  

H28.3 家庭養育の補完 教育費の負担軽減 アウト

チ型支援等 

 

 検討体制 

  子 も 子育 家庭の生活実態調査 等の定 的 調査結果 基 県民のニ

詳細 把握 次の検討組織 三位一体 っ 計 く 推進  

  た 若者や子育 世代 の意見交換 通 その意見 計 反映  

区   検討組織の 称等 

庁内組織 

部局横断型組織

※

 

子 も 若者支援チ ム H28.8設置  

※ 県民文化部 健康福祉部 産業労働部 教育委員会 

市 村 の検討組織 県 市 村 の協議の場 

子育 支援合 検討チ ム H29.2設置  

官民協働組織 将来世代応援県民会議 仮称  H29.6設置予定  

 

 検討 ケ ュ ル 
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長 野 県 

○皆様から伺いたいこと 

・10～20年後 理想 長野県・暮  

・そ た 必要 取組 
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●長野県 総人口 2000 平成12 年 221万 千人 ーク 減少 転 当面 生産年齢人口 中心 総人口 急激 
 減少 続く  
●信州創生戦略等 基 く政策等 講 た場合 長期的 150万人程度 定常化 見通  

○ 急激な人口減少：人口の推移 

国 都道府県 市町 人口減

少 歯止 を け 政策を講

場合 当面 急激 減少

続 2080 頃 150万人

程度 定常化 

生産 齢人口 減少 続  

人口減少 歯止 を け 政策

を講 い場合 人口減少 続  

千人  

 見通  

一定 政策を講 場合 
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●出生数 1974 昭和49 年 第 次ベ ー ー 以降減少 い 2003 平成15 年以降 死亡数 出生  
 数 上回 そ 差 拡大傾向 あ  
●合計特殊出生率 全国平均 上回 低下傾向 あった 2004 平成16 年以降回復傾向 あ  
●生涯未婚率 男性 1990 平成 年 女性 2000 平成12 年 急速 上昇 い  

 

○ 急激な人口減少：自然動態  

長野県 成25 度 2013 度 長野県 県民経済計算  

合計特殊出生率 出生数 死亡数 推移 
生涯未婚率 推移 全国 長野県  

合計特殊出生率 全国 均を 回

低 傾向 あ 2004 以降回復傾向 

出生数 第 次ベビ ブ ム以降減少 2003 以降

死亡数 出生数を 回 そ 差 拡大 

厚生労働省 人口動態統計  

国立社会保障 人口問 研究所 人口統計資料 2016 版  

生涯未婚率 ：50歳時点 一度も結婚したこ のない者の割合 
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○ 急激な人口減少：自然動態  

3  

●平均初婚年齢 第一子出産時年齢 上昇傾向 あ  
●理想 子 数 た い理由 金 最 多い  

妻 代別 予定 子 数 理想 子 数 少 い理由 長野県  

長野県 長野県民 結婚 出産 子育 調査 H28  

教育費 家庭 育児活動費用 生活費 私費負担 大 い 

厚生労働省 人口動態統計  

50万  

未満 

50-99 

万  

100-149 

万  

150-199 

万  

200-249 

万  

250-299 

万  
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万  

400-499 

万  

500-699 

万  

700-999 

万  

1000万  

以  

1997  

2012  

2007  

収300万

未満 20代

増え い  

府 成26 版 少子化社会対策白書  

20代 収入階級別 用者構成 全国  

野別 見 子育 費用総 18歳未満/2002 全国  

(％) 

子育 や教

育 金

高 齢 出

産や子育

を い

や

健康面 体調

面 理由

自 事

勤 や家

業 差 支

え

こ 以 育

児 心理

的 肉体的

負担 耐え

い

家 狭い 自 や配

偶者 定

退職

成人

ほ い

子

び び育

社会環境

い

家族 望

い

家族 家事

育児へ 協

力 得

い

自 や夫

婦 生活を

大

い

そ 特 理由

い

府 成17 版 少子化社会白書  
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夫 妻 均初婚 齢 長野県 母 第一子出産時 均 齢 全国  

晩婚化 晩産化 進行 い  

夫 均初婚 齢 長野県  

妻 均初婚 齢 長野県  

母 第一子出産時 均 齢 全国  

 

(歳) 



多子世帯支援 充実 保育料 負担軽減等

医療費支援 拡大

い いう時 子 居場所 充実

子育 わ 人 等 確保 育成

企業 連携 子育 事 両立支援

女性 再就職支援

母子保健サ ビス 充実

産後ケア 充実

悩 を抱え 子 や保護者 相談 社会

誰 夢 希望を持 挑戦 社会

様々 困難 対 総合的 支援 体制

長

野

県

子

育

支

援

戦

略

子育 伴う経済的負担 軽減

子育 事 両立支援

子育 孤立化防止

様々 困難を抱え 子 や家庭へ 支援

 ☆ 長野県子育 支援戦略 (H26.12) 概要 
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子育 支援意向アンケ ト H26.8  長野県 

71.0% 

35.7% 

35.7% 

25.8% 

22.9% 

21.0% 

13.7% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子育 や教育  

金  

働 子育  

職場 環境 

い 

肉体的 負担  

大 い 

自 又 配偶者  

高齢  

精神的負担  

大 い 

用 収入  

不安定 

欲  

い 

理想 数 子 を持 い理由 

○ 子育 支援戦略 策定 目的 
  ➢県 市町村 協働 子育 支援策 強化 支え 子育  
   安心県 構築  



 ☆子育 支援戦略 主 進捗状況 
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区 分 戦略上の施策の方向性 進捗状況 

経済的負
軽減 

多子世帯支援
充実 

市町村 行う第 子以降 保育料 負 軽減 新た 支援
 

○ 
実施済 

平成27年度 支援開始 

子育 家族優待 スポー 多子世帯向け優遇 ー ス
創設  

○ 
実施済 

平成27年10月 ー ス開始 

医療費支援 拡
大 

乳幼児等医療費助成制度 うち 入院 対象者 小 中卒
拡大  

○ 
実施済 

平成27年 月 中卒 拡大 

子育 仕
事 両立支
援 

子 居場所
充実 

病児・病後児保育 県内 広域圏 受け う
 

◇ 
取組中 

全広域圏 対応可 利用可能市町村
67.5％→76.6％ ー ポー
センター 含  

人材 確保等 保育人材 確保 た 県内保育士養成校新卒者 県内 就職
う支援 充実  

◇ 
取組中 

平成28年度 保育士養成校 学生
修学資金 貸付開始 

企業等 連携
た両立支援 

従業員 子育 支援 応援 モ 企業 認証
従業員 働く環境 整え  

○ 
実施済 

平成27年7月 職場い い
ンスカン ニー 認証制度開始 

子育 孤
立化 防止 

母子保健 ー
ス 充実 

子育 中 家庭 妊娠 子育 一貫 細 相
談や支援 受け 体制 く 推進  

◇ 
取組中 

平成27年度 信州母子保健推進セン
ター 設置 平成28年度 母子保健
推進員 配置 

産後ケ 充実 産後 月以内 家庭 保健師等 訪問 う
市町村 技術向上 支援  

◇ 
取組中 

平成28年度 産後ケ イ ー
派遣 市町村 産後ケ 取組
推進 年間予定  

困難 抱え
子 等
支援 

相談 場
く  

子 支援センター 仮称 設置 相談・救済 仕組
確立  

○ 
実施済 

平成27年4月 子 支援センター
設置 

挑戦 社会
く  

学習 遅 ち 中学生等 対象 た原則無料 学習 ポー
実施  

◇ 
取組中 

16市町村 22 所 地域未来塾 実施 

概 順調 進捗 
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子育 支援合同検討チー け 検討状況 い  

    

子育 伴う経済的負 軽減 子育 仕事 両立支援 子育 孤立化 防止 

 ○ 子育 支援合同検討チー 検討 回 2/14 3/27 4/18 …… 県 市町村 当部課長20人 構成 
 ○ 課題整理 拡大・普及 たい新た 取組等 整理 子 未来応援基金 仮称 設置 向けた検討  

検討 経過 

新た 取組・ 普及・拡大 取組 更 充実させ た 具体的 施策 検討 

現行 子育 支援戦略  
Ｈ26.12  

子
育

支
援
充
実

検
討 

様々 困難 抱え 子 や家庭へ 支援 

 

○ 教育費 負 軽減 
 ・就学援助 前倒 支給 
 ・給食費 通学費 補助 
 ・学用品等 ユー  
 ・給付型奨学金 等 
 

○医療費 負 軽減 
 ・現物給付方式 導入 
  中学校卒業  
 ※ 長野県福祉医療費給付事業検討会 い  

   決定 

 
○子 貧困 
 低所得世帯ほ 教育費へ 支出 
 少 い実態 ＝貧困 連鎖 
 
 

○医療費 窓口負  
 自 給付方式 け 窓口負  
 大 さ         
 

 

○待機児童 
 ・待機児童 発生 そ  
  ・未満児保育需要 増 
  ・待機児童調査方法 変更(Ｈ29～) 

 ・多様 保育 ー 高  
 

○ 働 方改革実行計画 策定   
 H29.3 国 働 方改革実現会議  
                

○切 目 い支援 
 ・母子保健 就学前 就学後  
  相談支援 継続性 
 ・高校進学 伴う市町村域 越え  
  支援 継続 
○早期把握・早期支援(発達障 い 虐待等)   
 

○発達障 い 診療体制 整備 関係 
 機関 連携 支援体制 構築 
○多様 子 居場所 必要性  

○保育サービ 充実 
 ・保育士人材 ン 設置 
 ・地域型保育事業等 推進 
 ・児童館 学童保育 時間延長 等 
 

○多様 柔軟 働 方 推進 
 ・ 企業へ 多様 勤務制度導入促進 
 ・ 非雇用型テ ワー 普及 
 

○子 歓迎 社会 推進 
 ・子育 家庭優待 ート 
  ＜ ア ート＞等 

○切 目 い支援 
 ・ 子育 世代包括支援 ンター  
  設置 
 ・ 要保護児童対策地域協議会  
  体制強化 
 ・妊娠 子育 総合窓口 設置等 

○早期把握 早期支援 
 ・保健師等 新生児等母子訪問 
 ・妊娠届出時 全数面接等 
○信州こ カ 設置促進 
 ・地域 ット ォー 構築 

新た 又  
顕在化 た 

課 題 

新た  

取組  

 

今後  

検討 

＜別紙参照＞ 

概 順調 進捗 



    県・市町村の取組 例  

教
育
費 

就学援助等  
・ 就学援助費 一部 ～ 月 前倒 支給 
 塩尻市 東御市  
・ 就学援助対象者へ 入学準備資金貸付 
 南箕輪村  

奨学金等  
・ 大学等進学者へ 給付型奨学金(県 大町市) 

・ Uターン者 奨学金返還免除 飯田市  
・ 教育資金融資 利子補給 南箕輪村  

ユー  
・ 洋服等 ユー 須坂市  

通学費等 補助  
・ 通学費補助 東御市 長和町 南箕輪村  
・ 給食費補助 南箕輪村 松川村 生坂村  

無料学習塾  
・ 地域未来塾 H28：９市町村等  
・ 生活困窮家庭 子 対 学習支援 
 H28：7市  

医
療
費 

・ 現物給付方式 導入 全市町村 中学校 
 卒業 足並 揃え  
 開始目標：Ｈ30年8月診療分  

県・市町村の取組 例  

保
育
サ
｜
ビ

 

待機児童 維持  
・ 保育士人材 ン 保育士修学資金等貸付   
  潜在保育士 再就職支援等 県  

・地域型保育事業等 推進 
 小規模保育 9 所 家庭的保育 3 所  

 事業所内保育 3 所 企業主導型保育(6 所  

保育 質 充実  
・ 保育士 幼稚園教諭 対 研修 体系化 
・信州や ほい 推進 県  

学童保育 充実  
・ 保育所 学童受入 児童館等 時間延長 

働

方
改
革 

企業等 連携  
・ 職場い い ﾄ ﾊ ｽｶ ﾊ ﾆ 認証制度 
・ ン やCM等 機運醸成 県  

多様 柔軟 働 方  
・ 非雇用型テ ワー 普及 県  
・ テ ワー 推進 塩尻市  
  テ ワーカー キ アッ 安定受託 支援等 

・ 子育 女性 就業支援 塩尻市  
  ー インターン ッ 就労 ッチン 等 

他 子育 家庭優待 ート 県民会議  

子育 伴う経済的負 軽減 取組 子育 仕事 両立支援 取組 子育 孤立化 防止 取組※ 

県・市町村の取組 例  

切 目
い支

援体制
構築 

早期把握  
・ 助産師 保健師 新生児等母子 
  訪問 
・ 妊娠届出時 全数面接 須坂市  

ワン トッ 化  
・ 総合窓口 設置 
 飯田市 須坂市 塩尻市ほ  
例 ＊ 妊娠・子育 相談 

     ＊ 妊娠 子育 あ  
       サ ート ー  

ッ 機能  
・ 保育要録 指導要録等 引継  
・ 小中連絡会 中高連絡会 

信州こ
カ

推進 

・ 居場所 応援 ット ォー  
  構築 県  
・ ひ 親家庭 生活困窮家庭 子  
  学習支援 県 市町村  
・ 子 居場所 行う団体へ 
  補助 大町市  

○母子保健 子育 世代包括支援 ンター等  

 福祉 要保護児童対策地域協議会等 連 

 携・一体的運営 妊娠 子育  

 切 目 い支援体制 構築 検討 

○発達障 い等 早期把握 早期支援 専門 

 人材 育成 方策 検討 

○信州こ カ 設置促進 検討  

※ 様々 困難 抱え 子 や家庭 支援 含  

○就学援助 奨学金 ユー 仕組  

 学用品 費用負 軽減等 上記 取 

 組 拡大 通 た総体 教育費 負 

 軽減 検討 
○現物給付方式 導入 向けた詳細検討  

施
策 
検
討 

視
点 

○待機児童 新た 定義 待機児童 

 維持 た 具体的検討 

 ・多様 保育 ー へ 対応方策 検討等 

○保育者 資質向上 検討 

○将来世代応援県民会議 仮称 子  

 社会全体 応援 た 取組強化                

新た 課題 対応 た県・市町村 取組状況 施策検討 視点 例  

県  

県  

＜別紙＞ 

飯田市  

※ 子育 支援合同検討チー 構成市町村 取組例 掲載 全市町村 取組状況 別途調査予定 

※ 施策検討 参考 た 子 子育  
  家庭 生活実態調査 Ｈ29夏 実施予定 


